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研究成果の概要（和文）：本研究は日本の人口減少に対応し、自然環境と社会環境の両面から持続可能な土地利用計画
手法を明らかにすることを目的とした。東日本大震災の被災地の一つである気仙沼市を主な研究対象地とし、持続的な
復興のあり方を検討し、行政や地域住民を始めとしたステークホルダーに提案することをもう一つの目的とした。研究
は、自然科学的なアプローチと社会科学的なアプローチの両面から実施した。自然科学的なアプローチにおいては、気
仙沼市中心部を始め、被災地の土地利用の変遷や被災の状況を地理情報システムを用いて分析した。津波被災地の一つ
である気仙沼市舞根地区においては、津波の影響を受けた陸域と淡水域の生物相調査を実施した。

研究成果の概要（英文）：Kesennuma City was one of the most heavily damaged regions in Miyagi Prefecture, 
where more then thousand people were died by the tsunami and fire caused after the 2011 Tohoku 
earthquake, and 222 people are still missing. Kesennuma City is famous for fisheries, especially bonito 
and pacific saury. However, 2667 people worked primarily at the fishery in Kesennuma City in 2005, only 
7.4% of the total employees. Many food processing factories concentrated in the center of Kesennuma were 
totally destroyed, most of which were located on the reclaimed land. I analyzed old land uses of the 
tsunami disaster area in the city center using an old topographical map in 1913, which is the oldest 
modern one in this area. The result showed that 49%, 18%, 10%, 8% and 6.9% of affected area was rice 
paddy, water body, conifer forest, urban area and coast, respectively. Most of water body should be 
reclaimed from the sea and conifer forest should consist of pine trees along the coast.

研究分野： 緑地生態学

キーワード： 東日本大震災　高台移転　土地利用　ソーシャルネットワーキング　人口減少　気仙沼市　プラットフ
ォーム　生物相
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 わが国の人口は 2004 年にピークを迎え、
急速な人口減少、高齢化時代に入ったとされ
ている。最新の予測では、2100 年の将来人
口が最も多くて 6,485 万人、最も低位の予測
では 3,795 万人とされている。中位の予測が
4,959万人で、高齢化率は41.1％である。2011
年 2 月には、国土審議会政策部会長期展望委
員会による国土の長期展望中間とりまとめ
が発表され、現在の状況のまま推移したとき
の 2050 年の国土の姿が明らかにされた。例
えば、現在の居住地域のうち、2 割は無住化
し、もう 2 割は 1km2の人口が 10 人未満に
なるなど、衝撃的な将来像が報告された。そ
のような中で、2011 年 3 月 11 日に東日本大
震災が発生した。関東地方から東北地方沿岸
部を襲った巨大津波は、甚大な被害をもたら
し、福島第 1 原発事故も引き起こした。震災
7 ヶ月を経た現在も福島第 1 原発は冷温停止
しておらず、また被災地の復旧・復興も始ま
ったばかりである。 
 国難とも言える状況の中で、防災から減災
へと意識が変化し、エネルギー問題を含め、
国土のあり方が、国民的に注目を集めるよう
になった。2008 年に策定された国土形成計
画では、コンパクトシティという考え方を示
したが、人口減少下における農山漁村地域を
含めた国土のあり方については、未だ明確な
方向性が示されていない。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、日本の人口減少に対応し、自然
環境と社会環境の両面から持続可能な土地
利用計画手法を明らかにすることを目的と
した。東日本大震災の被災地の一つである気
仙沼市を主な研究対象地とし、持続的な復興
のあり方を検討し、行政や地域住民を始めと
したステークホルダーに提案することをも
う一つの目的とした。 
 
３．研究の方法 
 研究は、自然科学的なアプローチと社会科
学的なアプローチの両面から実施した。自然
科学的なアプローチにおいては、気仙沼市中
心部を始め、被災地の土地利用の変遷や被災
の状況を地理情報システムを用いて分析し
た。加えて、津波被災地の一つである気仙沼
市舞根地区においては、2012 年春から津波の
影響を受けた陸域と淡水域の生物相調査を
実施した。 
 社会科学的アプローチとしては、ソーシャ
ルネットワーキング（SNS）を用いた地域情
報化を研究代表者が自ら進め、参与観察を行
った。先の舞根地区においては、高台移転と
被災地の利活用という計画の検討において、
オーラルヒストリーの手法を用い、継続的に
ヒアリングし、どのように意志決定が行われ、
過去の土地の記憶や経験がどのように今後
の計画に影響を及ぼすか明らかにした。 
 

４．研究成果 
（１）気仙沼市の被災状況 
 気仙沼市役所によると、気仙沼市の被災状
況は以下の通りである。死者 1，029 人、行
方不明者222 人、震災関連死認定件数107 人
（以上 2015 年 3 月 31 日現在）、被災住宅
15,815 棟（2014 年 2 月 28 日現在）、被災
世帯 9,500 世帯（2011 年 4 月 27 日現在・
推計）。気仙沼市は震災前の人口が 73,154 人
であった。人口に占める死者・行方不明者の
割合は 1.7%で、他の自治体に比べるとそれほ
ど高くはないが、水産加工業が集中していた
気仙沼地区をはじめ、沿岸地域が甚大な被害
を受けた。特に、流された石油タンクの油が
引火して引き起こされた気仙沼湾の火災は
被害を拡大させ、鹿折地区から大島までの広
範囲がまさに火の海となり、鎮火には 1 日以
上の時間を要した。気仙沼市では、津波とそ
の後の火災による被害が中心で、地震自体に
よる被害はそれほど見られなかった。 
 2011 年の東日本大震災による気仙沼市中
心部の津波浸水範囲の 1913 年と 1998 年時点
の土地利用と植生を分析した。その結果、
1913 年に 49％が水田、18％が水域、10％が
針葉樹林、8％が市街地、6.9％が砂浜であっ
たことが分かった。これが、1998 年には、69％
が市街地、21％が水田、3.2％がヤナギ群落、
2.8％が水域となっていた。つまり、大部分
の水田と水域が都市的な土地利用に変換さ
れ、それらの地域が甚大な被害を受けたこと
が明らかになった。埋立地となった鹿折地区、
南気仙沼地区には、気仙沼市の経済を支えて
きた水産加工工場と関連企業が数多く立地
し、壊滅的な被害を受けた。 
 七十七銀行の試算によれば、2005 年に比
べ、市の総生産は 49.1%減少し、19,000 人の
雇用を失ったとされている。気仙沼市はカツ
オ漁やサンマ漁で有名であるが、2008 年の
漁業センサスによれば、気仙沼市の漁業従事
者は 2,166 人で、総人口に占める割合は小さ
い。漁業権は所有しているものの、実際には
主として水産加工場で働いているという人
も多い。統計局の地域別統計によれば、2005 
年時点の気仙沼市内の就業者数は 36,214 人
で、気仙沼市外へ通勤しているものは 6,657
人、気仙沼市外から通勤しているものは、
6,210 人で、市外からの通勤者の方が一定数
いたこともわかる。 
（２）中心市街地・商工業地の復興 
 先に述べたように、気仙沼市の中心市街地
は津波により甚大な被害を被った。しかも、
その復興は困難を極めている。国土地理院に
よれば、気仙沼市では最大 70cm 以上地盤沈
下した。2011 年 6 月に再開した魚市場では、
車両が進入する箇所など一部を嵩上げした
が、現在でも高潮の際には周辺地域も含め水
没している。宮城県と気仙沼市は、2011 年 4
月 8 日に建築基準法に基づき、湾岸部一帯の
465.1ha に建築制限をかけた。当初 1ヶ月間
であった制限期間はその後たびたび延長さ



れ、9 月 11 日に全体の約 4 割にあたる
194.8ha の制限が解除され、残りの部分は 11 
月まで延長された。最後まで延長されたのは、
南気仙沼、鹿折、南町、松岩、面瀬地区で、
合計 266.7ha である。これらの地域では地盤
沈下が大きく、土地の嵩上げなどを抜本的な
対策を行う必要があると判断されたからで
ある。そして、最後まで残った地域は、建築
制限が切れる 11 月 11 日に被災市街地復興
特別処置法に基づく、被災市街地復興推進地
域に指定された。 
 この一連の対応に大きな影響を受けたの
が、対象地域に展開していた水産加工業を中
心とする企業である。6 月に市場が再開し、
水揚げが始まり、2011 年度も 15 年連続の生
鮮カツオ漁獲量日本一は何とか達成したも
のの、水揚げ量は 2010 年の 4 分の 1 で、そ
の他の魚種については激減した。それは、市
場が再開しても、製氷業や冷凍庫、加工場が
ほとんど機能していないために、生鮮用しか
取り扱えなかったからである。また、被災直
後から、気仙沼市外に拠点を置く企業の加工
場の撤退や移転が相次ぎ、中には気仙沼が拠
点にもかかわらず、気仙沼以外で操業を再開
する企業も出始めた。一方で、建築制限がか
けられている地域内であっても、周辺を嵩上
げし、工場を改修して再開する企業も出始め、
マスコミでも紹介された。次の世代が同じよ
うな被害を受けないために、慎重に計画する
必要があるまちづくりと、一刻も早く操業を
再開しないと取引先を失い、雇用も維持でき
ないビジネスとの間に、大きなタイムスケー
ルの相違が存在していることが浮き彫りに
なった。 
（３）被災地のプラットフォームの構築 
 被災者が分散して生活していたり、地区の
議論のまとめ役が不在の地区のコミュニケ
ーションを円滑に図るための支援が必要不
可欠である。まず、住民同士で意見交換をし、
議論を始めないと、地域の計画はおろか、コ
ミュニティの再生は不可能である。さらに、
復興は、住民のみならず、行政、コンサルタ
ント、NPO などの支援団体、企業、その他の
様々な専門家など、実に多種多様な主体によ
る協働作業として進められる。そのこと自体
は平時のまちづくり、地域づくりと何ら変わ
らないが、震災復興という有事には迅速な意
志決定と実行が求められる。このような局面
で重要な役割を果たすのが、プラットフォー
ムである。ここでいうプラットフォームとは、
近年経営学の分野で盛んに議論されるよう
になった協働作業の基盤のことで、ここでは
國領・飯盛 (2007) の定義に従って用いてい
る。その定義とは、「多様な主体が協働する
際に、協働を促進するコミュニケーションの
基盤となる道具や仕組み」である。このよう
なプラットフォームとして、ソーシャルネッ
トワークサービス（SNS）が活用できるので
はないかと考え、研究代表者は慶應義塾大学
湘南藤沢キャンパスの学生たちと気仙沼市

の復興を考える Facebook グループを立ち上
げた。当初は、学生たちが気仙沼市に興味を
持つ外部の人々や市内で出会ったステーク
ホルダーに参加を呼びかけ、積極的に投稿す
るなどして運用してきたが、現在では慶應義
塾大学の学生の活動としてではなく、市の復
興に関する情報共有の場として完全に自立
しており、2015 年 6 月 1 日現在で 1，586 名
ものメンバーが登録しており、今も徐々に増
加している。この Facebook グループが、果
たしてきた機能は以下の通りである。 
 まず、一つは気仙沼市の復興を支援したい
という個人や組織にとってのポータルサイ
トとしての機能である。新たに支援に入ろう
とする個人や組織が、Facebook グループ上
で気仙沼市内における活動場所や宿泊につ
いてアドバイスを求めたり、地元のキーパー
ソンと知り合うことによって、具体的な活動
につながっている。また、気仙沼市内外で実
施されるイベントや、さまざまな助成金など
についての情報も、投稿され、気仙沼に関わ
る人びとが素早く情報を共有できる場にな
っている。 
 次に、気仙沼に関心のある人々が時間と空
間を超えて出会う場を提供し、そこから新し
い活動を生み出すプラットフォームとして
の機能である。最も顕著な例が、気仙沼の被
災と復興を英語で海外に発信する Facebook 
ページの立ち上げである。このページは、元
気仙沼市民で、現在は海外に在住している人
びとが中心になって立ち上げた。彼らは震災
直後、故郷の被災状況についての情報が海外
で限られている中で、先の Facebook グルー
プを見つけ、そこで横のつながりができるこ
とによって、気仙沼市の海外への情報発信を
支援する活動につながった。後にこのページ
は、気仙沼市公認のサイトとして認められ、
2015 年 3月末の時点で 3,600 を越える「いい
ね！」を獲得している。 
 さらには、Facebook グループとは異なる
場所で企画され、動き出したプロジェクトや
イベントについても、グループ内での議論や
応援を受け、その活動の範囲を広げる機能を
果たしている。この効果は、Facebook グル
ープがなかった場合と比較することが困難
であるが、多くの関係者に一度にアナウンス
することができ、さらにその過程に関わるこ
とによって、グループのメンバーの参加意識
を高めていると考えられる。例えば、2011 年
8 月に「港けせんぬま復興祭」が被災した気
仙沼市中心部で開催されたが、これは、例年
開催されていた「気仙沼みなとまつり」の中
止を早々に気仙沼市が決定し、それに代替す
るイベントの開催を気仙沼商工会議所など
が企画した。その内容が企画段階から
Facebook グループに紹介され、メンバーか
らさまざまな提案や支援がなされ、復興祭は
成功裏に終了した。同様の例は、その後もい
ろいろなイベントで見られる。 
 最後は、気仙沼の復興を議論するプラット



フォームとしての機能である。これが当初研
究代表者が意図した役割であったが、結論か
ら言うと、必ずしも Facebook グループだけ
で議論の積み上げができているわけではな
い。このグループで開設当初から注目を集め
たのは、防潮堤の建設問題である。気仙沼市
では、5 ～ 15m の防潮堤の建設計画が国か
ら示されていたが、震災後の防潮堤のあり方
については、この計画が公開される以前から
さまざまな意見が見られた。その多くは巨大
な防潮堤に否定的なもので、建設に賛成する
立場を取る人との議論は見られていない。し
かし、復興を考えるフォーラムや防潮堤を勉
強する会が立ち上がり、そこでの議論が随時
紹介されることによって情報の共有が進み、
顔を突き合わせての現実の講演会や勉強会
への参加者を増やしたと考えられる。 
（４）気仙沼市舞根地区におけるヒアリング 
 研究代表者は、2011 年 4 月に慶應義塾大学
湘南藤沢キャンパスにおいて学生・教員らと
気仙沼復興プロジェクトを立ち上げ、様々な
プロジェクトを進めてきた。そのうちの一つ
のプロジェクトとして高台移転を検討して
いた舞根地区において、2011 年 12 月からヒ
アリングを行ってきた。 
 高台移転については、震災以降早々に菅前
首相が言及するなど、政府の方針として示さ
れてきたが、2011 年 11 月 11 日に国会で第
三次補正予算が議決され、全額国庫負担とな
ることが決定されるまで、市町村としては具
体的な行動に移りにくい状況が続いていた。
気仙沼市においても、11 月に入ってから各
地区における高台移転の説明会が開始され
た。それを受け、気仙沼市では 30 以上の地
区で、高台移転の検討が始まった。2012 年 3 
月になって先行して事業を開始する地区が
復興庁により発表されたが、気仙沼市では大
沢地区、舞根地区、小泉地区が掲載された。 
 舞根地区は大きく二つの地区からなって
おり、正確には舞根第二と呼ばれる行政区で、
NPO 法人森は海の恋人の活動で有名である。
舞根第二地区も被災直後の2011 年 3 月末か
ら高台移転の検討を始め、市にも要望をして
きた。小泉地区と大きく異なる点は、外部の
専門家などを加えずに、住民だけで検討を重
ねてきたところで、中越地震で被災した旧山
古志村の視察なども独自に実施した。地区の
52 世帯のうち、44 世帯が全壊あるいは流出
し、当初 30 世帯が集団移転を希望した。期
成同盟会では月に一度の会合を欠かさず行
ってきており、内部での意思疎通を重視して
きた。唐桑半島に関しては、半島中央部に位
置する 2 箇所の仮設住宅に被災者がまとま
って居住していることが、集まりやすさとい
う点ではプラスに作用している。2012 年 1 
月から 2 月にかけて、市役所と集中的に意見
交換し、ようやく計画の決定にこぎ着けた。 
 ヒアリングは、主に月に一度開催される高
台移転期成同盟会の定例会に研究代表者を
含め、複数名で参加し行った。加えて、被災

地における共同作業の機会や、仮設住宅に出
向いて実施した。本研究は 2014 年度で終了
するが、2015 年 4月以降もヒアリングを継続
して実施している。ヒアリングの成果は、
2013 年 3月に発行した「舞根語り部帖」、2014
年 9 月に発行した「舞根語り部帖その 2」と
して冊子化し、地域住民にフィードバックし
た。詳細はこれらの冊子を参照いただきたい
が、震災当日の地域の住民の詳細な避難行動、
被災後の避難生活から高台移転を合意形成
し、市に要望書を提出するまでの経緯、そし
て過去の住民と地域の関わりの歴史などが
明らかになった。 
（５）舞根地区の津波被災地の生物相 
 舞根地区に被災後に形成された低湿地を
含む、浸水した低地部の水域環境を対象に、
陸水生物相（両生類・トンボ類・水生昆虫類）
の分布状況を調査した。 
 トウホクサンショウウオの分布域と個体
数の変動を把握するために、卵嚢・成体の位
置情報と卵嚢数、発生段階・死卵状況を記録
した。2012 年の調査では延べ 680 対、2013
年には 445 対、2014 年には 261対の卵囊が確
認された。低地全域が浸水したものの、個体
群を維持できていることがわかった。しかし、
被災翌年の 2012 年では、海水が流入するよ
うになった塩分濃度の高い水域で確認され
た卵囊の多くは死滅していた。また、個体数
の減少及び分布範囲の後退が見られ、湿性環
境の乾燥化や各種事業による生息地の減少
が影響していることが考えられる。 
 トンボ類の分布調査は、2012 年及び 2014
年の初夏・夏季・秋季、2013 年は夏季・秋季
に調査を実施し、確認種及び個体数と確認地
点の位置情報を記録した。その結果、出現種
は 2012 年の 31種から 2014 年には 34種まで
増加し、3箇年で 40 種が確認された。モート
ンイトトンボ（環境省第 4次レッドリスト：
NT/準絶滅危惧種）などの希少種の生息が確
認された。多くの種が分布域を広げるととも
に、各調査地の出現種数も増加している。そ
の結果、2012 年には調査地間の種構成の違い
が顕著に見られたものの、3 年間でβ多様性
は低下し、全域の多様度が均質化したことが
うかがえる。これらは、被害を免れた個体群
や近隣の生息環境からの移入した個体が定
着・分布拡大したことにより、舞根のトンボ
相が回復していることが示唆される。一方で、
多数の種数が確認されたの休耕田・湿地は良
質な湿性環境であったと考えられるが、農地
復旧事業により失われてしまった。また、一
部では植物の枯死体の堆積や湧水量の低下
などによる乾燥化の進行や復旧事業などの
影響で、種多様度が低下している箇所もあっ
た。 
 水生昆虫類（半翅目・甲虫目）の分布調査
は、2013 年（夏季・秋季）及び 2014 年（初
夏・夏季・秋季）の 2 箇年で調査を実施し、
確認種及び個体数と確認地点を記録した。 
 2013 年は 13 種、2014 年には 28 種、2箇年



通して 32 種を確認した。クロゲンゴロウや
ガムシといった環境省レッドリスト記載種
（NT）5種などの希少種の生息が確認された。
トンボ類と同様、種数の増加が確認され、周
辺生息地からの移入の可能性が示唆される。
最多確認種数だった名村浜の休耕田は、水量
が確保され、水草が多いことが寄与している
と考えられる。また、一部では人為的な環境
改変により種数の減少が確認され、種数及び
希少種が多かった東舞根川左岸の湿地は、道
路復旧事業で消失してしまった。 
 
＜引用文献＞ 
國領二郎・飯盛義徳編 (2007) 「元気村」は
こう創る. 日本経済新聞出版社, 235pp. 
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